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第６章 介護保険制度によるサービス 

 

 

１ サービス類型ごとの見込量 

 

（１）居宅サービス等・介護予防サービス 

 

ア 居宅サービス等 

       

年度 

 

サービス 

単位 

第七期実績 推計 

平成30 

(2018) 

年度 

令和元 

(2019) 

年度 

令和２ 

(2020) 

年度 

※見込み 

令和３ 

(2021) 

年度 

令和４ 

(2022) 

年度 

令和５ 

(2023) 

年度 

令和７ 

(2025) 

年度 

令和22 

(2040) 

年度 

訪問介護 回/月 32,111  30,789  29,340  32,097  33,532  34,506  36,379 45,598  

訪問入浴介護 回/月 566  546  590 625  661  679  713 894  

訪問看護 回/月 8,220  9,095  9,449 9,781  10,186  10,444  10,948 13,856  

訪問リハビリ

テーション 
回/月 356  295  316 304  317  325  325 432 

居宅療養管理

指導 
人/月 1,632  1,712  1,772 1,827  1,907  1,958  2,064 2,596 

通所介護 回/月 11,207  11,662  10,792  11,967  12,457  12,758  13,401 16,975  

通所リハビリ

テーション 
回/月 3,080 3,266  2,891  3,371  3,496  3,580  3,754 4,765  

短期入所生活

介護 
日/月 1,967  1,758  1,232 1,854  1,920  1,985  2,098 2,627  

短期入所療養

介護（老健） 
日/月 704  696  541 749  775  792  850 1,060  

短期入所療養

介護（病院等） 
日/月 0  0  0  0  0  0  0 0  

福祉用具貸与 人/月 2,075  2,105  2,076 2,134  2,219  2,274  2,387 3,023  

特定福祉用具

購入費 
人/月 37  38  38 36  38  38  40 52  

住宅改修費 人/月 24  22  24 30  31  32  35 43  

特定施設入居

者生活介護 
人/月 690  709  689 718  739  754  782 1,024  

居宅介護支援 人/月 3,165  3,163  3,095 3,173  3,292  3,371  3,530 4,483  
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イ 介護予防サービス 

       

年度 

 

サービス 

単位 

第七期実績 推計 

平成30 

(2018) 

年度 

令和元 

(2019) 

年度 

令和２ 

(2020) 

年度 

※見込み 

令和３ 

(2021) 

年度 

令和４ 

(2022) 

年度 

令和５ 

(2023) 

年度 

令和７ 

(2025) 

年度 

令和22 

(2040) 

年度 

介護予防訪問

入浴介護 
回/月 2  1  0  0  0  0  0 0  

介護予防訪問

看護 
回/月 895  1,084  1,425 1,471  1,504  1,535  1,582 1,984  

介護予防訪問

リハビリテー

ション 

回/月 23  22  32 40  40  40  40 47  

介護予防居宅

療養管理指導 
人/月 108  122  157  161  163  166  173 217  

介護予防通所

リハビリテー

ション 

人/月 95  104  84 109  112  114  118 148  

介護予防短期

入所生活介護 
日/月 19  16  2 17  17  17  20 20  

介護予防短期

入療養介護（老

健） 

日/月 2  4  0  0  0  0  0 0  

介護予防短期

入所療養介護

（病院等） 

日/月 0  0  0  0  0  0  0 0 

介護予防福祉

用具貸与 
人/月 404  460  528 541  553  563  581 730  

特定介護予防

福祉用具購入

費 

人/月 12  10  11  10  10  10  11 13  

介護予防住宅

改修費 
人/月 15  12  11 12  12  13  14 17  

介護予防特定

施設入居者生

活介護 

人/月 70  88  106 110  112  114  118 147  

介護予防支援 人/月 545  618  708 728  743  757  781 981  

 

（２）介護保険施設サービス 

 

       

年度 

 

サービス 

単位 

第七期実績 推計 

平成30 

(2018) 

年度 

令和元 

(2019) 

年度 

令和２ 

(2020) 

年度 

※見込み 

令和３ 

(2021) 

年度 

令和４ 

(2022) 

年度 

令和５ 

(2023) 

年度 

令和７ 

(2025) 

年度 

令和22 

(2040) 

年度 

介護老人福祉

施設 
人/月 531  533  645 678 680  683 686 993  

介護老人保健

施設 
人/月 318  331  334 340  340  340  340 501  

介護療養型医

療施設 
人/月 86  83  78 36  36  36    

介護医療院 人/月 0  3 9  48  48  48  84 124  
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（３）地域密着型サービス 

 

       

年度 

 

サービス 

単位 

第七期実績 推計 

平成30 

(2018) 

年度 

令和元 

(2019) 

年度 

令和２ 

(2020) 

年度 

※見込み 

令和３ 

(2021) 

年度 

令和４ 

(2022) 

年度 

令和５ 

(2023) 

年度 

令和７ 

(2025) 

年度 

令和22 

(2040) 

年度 

定期巡回・随時

対応型訪問介

護看護 

人/月 22  27  28 29  32  33  33 44  

夜間対応型訪

問介護 
人/月 45  36  61  63  65  68  72 89  

認知症対応型

通所介護 
回/月 923 855 816 898 940 958 1,008 1,263 

小規模多機能

型居宅介護 

登録 

者/月 
66  71  69  71  74  76  79 102  

認知症対応型

共同生活介護 
人/月 135  141  146  170  170  188  188 214  

地域密着型特

定施設入居者

生活介護 

人/月 0  0  0 0 0 0 0 0 

地域密着型介護老

人福祉施設入所者

生活介護 

人/月 0  0  0 0 0 0 0 0 

看護小規模多

機能型居宅介

護 

登録

者/月 
７  14  16 17  18 19 22 25 

地域密着型通

所介護 
回/月 4,472  4,247 3,365  4,382  4,534  4,646  4,873 6,196  

 

 

（４）地域密着型介護予防サービス 

 

       

年度 

 

サービス 

単位 

第七期実績 推計 

平成30 

(2018) 

年度 

令和元 

(2019) 

年度 

令和２ 

(2020) 

年度 

※見込み 

令和３ 

(2021) 

年度 

令和４ 

(2022) 

年度 

令和５ 

(2023) 

年度 

令和７ 

(2025) 

年度 

令和22 

(2040) 

年度 

介護予防認知

症対応型通所

介護 

回/月 1  1  0  0  0  0  0 0  

介護予防小規

模多機能型居

宅介護 

人/月 3 2 2 2 2 2 3 3 

介護予防認知

症対応型共同

生活介護 

人/月 0 0 0 0 0 0 0 0 
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２ 施設整備計画 

 

（１）介護保険施設サービス 

 

 

             年度 

サービス 

第七期実績 計画値 

平成30年度 

(2018年度) 

令和元年度 

(2019年度) 

令和２年度 

(2020年度) 

令和３年度 

(2021年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

介護老人福祉施設 

(特別養護老人ホーム) 

施設数 ４施設 ４施設 ５施設 ５施設 ５施設 ５施設 

定員数 337人 412人 516人 516人 516人 516人 

介護老人保健施設 
施設数 ４施設 ４施設 ４施設 ４施設 ４施設 ４施設 

定員数 371人 371人 371人 371人 371人 371人 

介護療養型医療施

設 

施設数 １施設 １施設 １施設 ― ― ― 

定員数 129人 129人 129人 ― ― ― 

介護医療院 
施設数 ― ― ― １施設 １施設 １施設 

定員数 ― ― ― 129人 129人 129人 

 ※「介護療養型医療施設」が令和３年度（2021 年度）中に「介護医療院」に転換予定 

 

（２）地域密着型サービス 

 

 

                       年度 

サービス 

第七期実績 計画値 

平成30年度 

(2018年度) 

令和元年度 

(2019年度) 

令和２年度 

(2020年度) 

令和３年度 

(2021年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

小規模多機能

型居宅介護事

業所 

施設数 ３施設 ３施設 ３施設 ３施設 ３施設 ３施設 

登録定員数 78人 78人 78人 78人 78人 78人 

通いサービ

ス定員数 
46人 46人 46人 46人 46人 46人 

宿泊サービ

ス定員数 
19人 19人 19人 19人 19人 19人 

看護小規模多

機能型居宅介

護事業所 

施設数 １施設 １施設 １施設 １施設 １施設 １施設 

登録定員数 29人 29人 29人 29人 29人 29人 

通いサービ

ス定員数 
15人 15人 15人 15人 15人 15人 

宿泊サービ

ス定員数 
5人   5人 5人 5人 5人 5人 

認知症高齢者

グループホー

ム 

施設数 ７施設 ７施設 ８施設 ８施設 ８施設 ９施設 

定員数 152人 152人 170人 170人 170人 188人 

 

（３）有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況（実績値のみ記載） 

   

 

                                       年度 

サービス 

第七期実績 

平成30年度 

(2018年度) 

令和元年度 

(2019年度) 

令和２年度 

(2020年度) 

有料老人ホーム 
施設数 23施設 24施設 26施設 

定員数 1,771人 1,837人 1,849人 

サービス付き高齢者向け住宅 
施設数 ６施設 ８施設 ８施設 

定員数 181人 268人 268人 
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３ 介護給付費まとめ 

 

（１）第八期計画期間 

単位：千円 

 

          年度 

 

費用等 

第七期実績 推計 

平成30 

(2018) 

年度 

令和元 

(2019) 

年度 

令和２ 

(2020) 

年度 

※見込み 

令和３ 

(2021) 

年度 

令和４ 

(2022) 

年度 

令和５ 

(2023) 

年度 
合計 

総給付費 (a) 10,817,885 11,166,214 11,455,349 12,296,019 12,614,207 12,895,355 37,805,581  

特定入所者介

護サービス等

費 (b) 

253,171 251,715  285,500 228,875 214,927 219,399 663,201  

高額介護サー

ビス等費 (c) 
336,935 391,226  427,973 344,078 347,333 354,560 1,045,971 

高額医療合算

介護サービス

等費 (d) 

50,956 62,814  61,072 62,661 64,248 65,836 192,745 

審査支払事務

手数料 (e) 
12,710 13,214  13,293 13,450 13,807 14,094 41,351 

標準給付費見

込額

(f)=(a)+(b) 

+(c)+(d)+(e) 

11,471,657 11,885,183  12,243,187 12,945,083 13,254,522 13,549,244 39,748,849 

地域支援事業

費(g) 
649,892 621,274 646,493 748,450 756,427 764,859 2,269,736 

総合計 

(h)=(f)+(g) 
12,121,549 12,506,457 12,889,680 13,693,533 14,010,949 14,314,103 42,018,585 

 

（２）令和７年度（2025 年度）と令和 22 年度（2040 年度）の推計 

単位：千円 

 

年度 

費用等 

令和７ 

(2025) 

年度 

令和22 

(2040) 

年度 

総給付費 (a) 13,318,268 17,601,924 

特定入所者介護サービス

等費 (b) 
227,175 293,361 

高額介護サービス等費 

(c) 
367,125 474,088 

高額医療合算介護サービ

ス等費 (d) 
58,507 75,553 

審査支払事務手数料 (e) 14,594 18,846 

標準給付費見込額 

(f)=(a)+(b)+(c)+(d)+(e) 
13,985,669 18,463,772 

地域支援事業費(g) 780,103 879,536 

総合計 

(h)=(f)+(g) 
14,765,772 19,343,308 
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４ 第１号被保険者の介護保険料 

 

（１）第七期までの介護保険料の推移 

 

介護保険制度は、介護を社会全体で支えることを目的として平成 12年(2000年)

に創設された制度で、40歳以上の人が被保険者となって介護保険料を納め、介護

や支援が必要となったときにサービスが利用できる「支えあい」の制度です。 

65歳以上の方（第１号被保険者）の介護保険料は、３年間の介護サービス見込

量（給付費）に応じて市区町村ごとに決められています。 

介護保険料の基準額の全国平均は、第一期（平成 12 年度（2000 年度）～14 年

度（2002 年度））は月額で 2,911 円でしたが、高齢者人口の増加に伴い要介護認

定者数も増加し、介護サービス量（給付費）も増加したため、第七期（平成 30年

度（2018 年度）～令和２年度（2020 年度））では 5,869 円と約 1.9 倍になりまし

た。 

三鷹市においても全国とほぼ同様の傾向であり、介護保険料の基準額は、第一

期 3,168円から第七期では 5,750円と約 1.8 倍に上昇しています。 

 

介護保険料の推移（基準額） 

 

（２）介護保険料の設定 

 

① 費用負担の構成 

介護保険事業は、市の一般会計とは別に介護保険事業特別会計で運営されて

おり、財源は法令により、保険料 50％と公費 50％で構成されています（第八期

の介護給付費と地域支援事業費の財源構成の詳細な内訳は別表のとおりです。）。 
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公費

50.0%

保険料

50.0%

調整交付金（国）

5.0%

国

15.0%

東京都

17.5%

三鷹市

12.5%

第２号

被保険者

27.0%

第１号

被保険者

23.0%

施設サービス等給付費

公費

50.0%

保険料

50.0%

調整交付金（国）

5.0%

国

20.0%

東京都

12.5%

三鷹市

12.5%

第２号

被保険者

27.0%

第１号

被保険者

23.0%

居宅介護サービス等給付費

公費

77.0%

保険料

23.0%

国

38.5%

東京都

19.25%

三鷹市

19.25%

第１号

被保険者

23.0%

包括的支援事業・任意事業

公費

50.0%

保険料

50.0%

調整交付金（国）

5.0%

国

20.0%

東京都

12.5%

三鷹市

12.5%

第２号

被保険者

27.0%

第１号

被保険者

23.0%

介護予防・日常生活支援総合事業

第１号被保険者（65 歳以上の方）と第２号被保険者（40 歳以上 65 歳未満の

方）の介護保険料の負担割合は、法令によって定められます。第八期の第１号

被保険者の介護保険料の負担割合は「23％」となっており、第七期と変更あり

ません。 

 

別表 【介護保険の財源構成】 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 総給付費と介護保険料の見込み 

高齢者人口や要介護認定者の増により、第八期においても給付費の総額は引

き続き増加が見込まれるとともに、介護報酬の改定（令和３年度（2021 年度）

施設サービス等給付費 在宅サービス等給付費 

介護予防・日常生活支援総合事業 包括的支援事業・任意事業 

介護給付費の財源構成 

地域資源事業費の財源構成 
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～令和５年度（2023年度）平均で 0.67％増）など給付費の増加要因があります。 

こうした影響により、総給付額は約 375 億円（第七期）から約 420 億円（第

八期）に増加すると推計しています。このうち、約 94億円※が第八期の第１号

被保険者の負担分となります。 

※ 介護保険保険給付費準備基金の取崩しによる財源への充当等により、総給付額約 420 億円の 23％

より低い額となっています。 

 

③ 介護保険料の上昇抑制策 

ア 介護給付費準備基金の活用 

第七期までの介護保険料剰余金を積み立てている「介護給付費準備基金」

のうち、約５億２千万円を取り崩して第八期の介護保険料の財源に充当し、

第八期の介護保険料の額の上昇を抑制します。 

イ 低所得者への配慮 

(ｱ) 第１段階～第３段階の方については、公費投入による介護保険料軽減措

置の拡充により、第七期と同額に据え置きます。 

(ｲ) コロナ禍であることを考慮し、所得の比較的低い方々にも配慮し、第４

段階の方々については前期と同額に据え置き、更に第５段階～第８段階の

方々の引き上げ額についても月額 150円～300円の間に抑えます。 

(ｳ) 三鷹市独自の介護保険料個別軽減措置についても継続し、介護保険料負

担の軽減を図ります。 

 

④ 介護保険料基準額 

三鷹市の第八期（令和３年度（2021 年度）～５年度（2023 年度））介護保険

料の基準額は、月額 5,900円となります。 

なお、中長期の推計としては、高齢者人口が増加し、このままのペースで介

護認定者が増加していくと仮定すると、団塊ジュニア世代が 65歳となる令和 22

年度（2040 年度）の基準額は第八期の約 1.47 倍の月額 8,700 円程度になる見

込みです。 

 

（３）介護保険料の所得段階別設定 

 

①  第八期における変更点と介護保険料負担の考え方 

第八期（令和３年度（2021 年度）～５年度（2023 年度））では、法令改正に

よる、第７段階から第９段階までの基準所得金額の改正、所得指標の見直しに

伴う保険料率の算定に関する基準の特例措置を設けるとともに、所得に応じて

各段階の介護保険料額について見直しを行い、低所得者の方々に一定の配慮を

しつつ、一定程度所得のある方々については、より負担能力に応じた負担をし

ていただくため、所得段階の第 16段階及び第 17段階を新設します。  
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 ② 第八期における介護保険料の所得段階別設定 

所得段階 対象者 保険料率 年額保険料 

第１段階 

・生活保護受給者の方 

・世帯全員が住民税非課税で、老齢福祉年金受給者の方 

・世帯全員が住民税非課税で、本人の前年の年金収入額とその他の

合計所得金額等の合計が80万円以下の方 

基準額×0.289 20,400円 

第２段階 
世帯全員が住民税非課税で、本人の前年の年金収入額とその他の

合計所得金額等の合計が80万円超120万円以下の方 
基準額×0.390 27,600円 

第３段階 
世帯全員が住民税非課税で、本人の前年の年金収入額とその他の

合計所得金額等の合計が120万円超の方 
基準額×0.662 46,800円 

第４段階 

本人が住民税非課税で、世帯に住民税課税者がいる場合で、本人の

前年の年金収入額とその他の合計所得金額等の合計が80万円以

下の方 

基準額×0.848 60,000円 

第５段階 

本人が住民税非課税で、世帯に住民税課税者がいる場合で、本人の

前年の年金収入額とその他の合計所得金額等の合計が80万円超

の方 

基準額 70,800円 

第６段階 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額等が120万円未満の方 基準額×1.128 79,800円 

第７段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額等が120万円以上210

万円未満の方 
基準額×1.263 89,400円 

第８段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額等が210万円以上320

万円未満の方 
基準額×1.424 100,800円 

第９段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額等が320万円以上400

万円未満の方 
基準額×1.577 111,600円 

第10段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額等が400万円以上600

万円未満の方 
基準額×1.797 127,200円 

第11段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額等が600万円以上800

万円未満の方 
基準額×1.984 140,400円 

第12段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額等が800万円以上

1,000万円未満の方 
基準額×2.187 154,800円 

第13段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額等が1,000万円以上

1,500万円未満の方 
基準額×2.407 170,400円 

第14段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額等が1,500万円以上

2,000万円未満の方 
基準額×2.628 186,000円 

第15段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額等が2,000万円以上

3,000万円未満の方 
基準額×2.780 196,800円 

第16段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額等が3,000万円以上

5,000万円未満の方 
基準額×2.933 207,600円 

第17段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額等が5,000万円以上の

方 
基準額×3.000 212,400円 

※ 第１段階から第３段階までの年額保険料は公費投入による軽減後の額（公費軽減前は、第１段階が基準額×

0.488で年額保険料34,500円、第２段階が基準額×0.640で年額保険料45,300円、第３段階が基準額×

0.712で年額保険料50,400円） 

※ 前年の合計所得金額等に給与所得又は公的年金等に係る雑所得が含まれている場合には、これらの合計額か

ら10万円を差し引いて所得段階を算定します。 
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